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１ ねらい 

神奈川県を取り巻く環境の変化

○ 確実に到来する超高齢社会、人口 ⇒ 速やかに地域の課題を解決できるよ

減少社会に伴う住民ニーズの多様 う中央集権型の行政システムを転換

化・変容 
○ 経済の流動化・グローバル化によ ⇒ 地域特性を生かした産業の集積化と

る県内製造業事業者数の減少、厳 自立的地域経済の確立

しい雇用情勢 
○ 道州制、大都市制度に関する議論 ⇒ 国、広域自治体、基礎自治体のあり

の活発化 方の検討

（神奈川県の特徴）

地域主権実現のための指針 (平成 24年 10月 )

○ 道州制をめざす中で、これからの本県のあり方について、県民や市町村と意見

交換を行いながら検討を進め、新たな特区制度の創設を国に提案するなどに取

り組みます

地域の実情に応じた多様な地方自治の形態を認めるべき

神奈川県民にとって、どのような県のあり方がよいのか

２ めざす姿 

○ 神奈川県のエリアで新たな特区制度を活用し、国からの大幅な事務・権限の移

譲や規制緩和を実現 

○ 神奈川の創意と工夫による先進的な取組「神奈川モデル」の実現 

○ 住民に身近な事務は、県からの権限移譲等により役割を拡充した市町村が実施

「神奈川のことは、神奈川自らの意思で決定し、その財源・権限と責任も自らが持つ」

地域主権型社会の実現
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３ 地域主権型社会の実現に向けた役割分担

【国が担う役割】
・ 国家としての存立に関わる事務（外交、防衛、金融等）
・ 全国統一性を確保するための基準の設定、制度設計 など

【国から移譲される役割】
・ 地域の実情に応じた施策を実施するための権限移譲や規制緩和
・ 県域を越える広域的な行政課題への対応（主に国の出先機関 が

担っていたものを本県単独及び広域連携等により受入） など
【県が担う役割等】
・ 地方の財政自立実現のための税財源の確保
・ 市町村域を越える広域的な行政課題への対応（市町村の広域連携で

は対応が困難であるもの）
・ 市町村で担うと著しく非効率となる高度な技術力や専門性を必要と

する行政サービスの提供
・ 市町村の行財政基盤強化の支援（市町村の補完、連絡調整、広域連

携の支援） など

【県から移譲される役割、市町村が担う役割等】
・ 住民に身近な事務 は、県からの権限移譲等により役割を拡充し

た市町村が実施
・ 市町村の実情に応じ選択できる権限移譲とそれに伴う財源措置
・ 単独市町村で対応が困難な場合には、近隣市町村と共同で取り組む

広域連携を推進
・ 高度な技術力や専門性の必要な分野での県との連携 など

県県県県

国 国

指

定

都

市

県県県県

町

村
市 町

村

市
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定

都

市

国国国国

（県へ移譲する役割）

（市町村へ移譲する役割）

県県県県

市町村市町村市町村市町村
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４ 実現に向けた取組

（１）神奈川モデルの実現 （４）市町村の行財政基盤の強化

（２）新たな特区制度の創設 （５）住民自治の拡充

（３）財政の自立

（１）神奈川モデルの実現

～神奈川のことは、神奈川で。世界に開かれた神奈川へ～

■分野のイメージ

新
た
な
特

区
と

し
て

の
神
奈
川

経 済

都市基盤整備

医療・福祉

海外との交流

教 育安全・安心

住民生活・事業活動 ・ ・ ・ ・
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（２）新たな特区制度の創設

新たな特区制度のイメージ

・ 原則として県内全域を対象

・ 県と市町村の創意と工夫が生かせる仕組み

・ 本県を所管する国の出先機関の事務・権限も対象

・ 権限に見合った税財源の移譲

地域の自主性と自立性が発揮できる新たな特区制度の創設を提案

・ 現行の道州制特区推進法に準じる

・ 神奈川県が単独で対象となるよう一定の人口要件（例えば、北海道と同等の 500
万人以上）を設定

・ 法令の特例措置の範囲を広域的施策に限定しない

（参考）国における特区制度と新たな提案

課題を克服した

新たな特区制度の創設
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（３）財政の自立

基本的な考え方

・ 新しい地方自治制度を構築し、本県独自の施策・事業を実施するためには、財

政の自立が必要である

・ 地方税財源の充実強化、臨時財政対策債の地方交付税への復元など地方税財政

制度の抜本的な改革を国に求める

・ 抜本的な行財政改革により歳出を削減するとともに、本県独自で実現可能な地

方税財政制度に関する取組を検討する

・ 道州制の導入に向けて、地方が役割と権限に見合った財源を確保できるよう、

新たな地方税財政制度の構築を求める

取組内容

○ 国に対する働きかけ

（地方税財源の充実強化）

・ 国と地方の役割分担を見直し、地方の仕事量に見合う税財源を確保するた

め、所得税から住民税への一層の税源移譲など、偏在が少なく、税収の安定

性を備えた地方税財源の充実強化

・ 地方交付税について、総額の確保と大都市圏特有の財政需要を適切に反映す

るよう算定方法の見直し

・ 国の裁量に左右されずに必要な総額を確保し、地方が財源調整を行う地方の

固有財源としての「地方共有税」の導入

（臨時財政対策債の地方交付税への復元）

・ 臨時財政対策債を廃止し、地方の財源不足の解消は、交付税率の引上げによ

り対応

（国と地方の財政負担の適正化）

・ 地方の裁量権を拡大するため、国庫補助金を廃止し、所要額を全額税源移譲

・ 地方超過負担は完全解消し、「国と地方の協議の場」において十分な議論を

行い、国と地方が相互理解の下で施策を推進

（道州制における地方税財政制度の構築）

・ 道州制において、国と地方の役割分担に応じた、自主性・自立性の高い地方

税財政制度の構築に向け制度設計を開始

○ 本県独自の取組

（県債管理）

・ 県債全体の管理目標の設定を検討

（課税自主権の活用）

・ 法人二税と個人県民税の超過課税により、安定的な財源の確保

・ 課税自主権の活用による自主財源確保策について、神奈川県地方税制等研究

会や全国知事会等の議論を踏まえて検討
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（４）市町村の行財政基盤の強化

・ 住民が求める行政サービスを主体的・完結的に提供できる権限と財源を備えて

いる市町村

・ 専門職員により質の高い行政サービスを安定して提供できる高い専門性を備え

ている市町村

・ 行財政運営の効率性が発揮できる一定の人口規模・行政区域を有する市町村

期待される市町村像

基本的な考え方と取組内容

○ 市町村の規模・態様に応じて自立性を高める方策を県・市町村間行財政システ

ム改革推進協議会で検討

(権限移譲の推進)

・ 地域課題に総合的に取り組める包括的な権限移譲の取組を継続する

・ ワンストップ化など住民が行政にアクセスする際の利便性が高まり、市町村が

処理しても非効率とならない事務などの一層の権限移譲を進める

・ 県内33市町村は、３指定都市、１中核市、５特例市、１保健所設置市など多様

な規模・態様があることから、市町村が実情に応じ選択できるよう、権限移譲

のメニュー化を進める

(広域連携の推進）

・ 単独市町村での対応が困難な場合には、可能な分野から近隣市町村と共同で取

り組めるよう、広域連携を推進（広域の枠組づくりや市町村間調整含む)する

・ 市町村の広域連携事業に対して重点的な財政支援を行う（市町村自治基盤強化

総合補助金など）

(高度な技術力や専門性のある分野の補完)

・ 市町村所管事務のうち、高度な技術力や専門性が求められる分野については、

市町村の規模・態様に応じ、事務執行や施設運営において県と市町村との連携

などを行う

(指定都市との連携・協調)

・ 国からの新たな事務・権限の移譲や税財源のあり方について、連携や協議を行

う
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（５）住民自治の拡充

住民自治拡充の必要性・意義

・ 地域主権改革が進展し、地方自治体が自らの地域のことを自己責任のもと決定

できる範囲が広がる中、住民の意思に基づいた政策の実現を図る必要がある

・ 多様な担い手が協働して公共的な課題に対応する必要がある

取組内容

・ 住民参加による行政運営

（多様な住民参加の機会の確保など ）

・ 市町村の参加による行政運営

（市町村との連携強化、市町村との協議体制の着実な運用など）

・ 透明かつ公正な行政運営

（情報公開制度の適切な運用、行政情報の積極的な提供など）

・ 協働による行政運営

（ＮＰＯなど民間の団体との連携など）
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参考１ 道州制・大都市制度

（１）道州制 

○ 広域自治体のあり方を見直すことによっ 道州制による事務配分の変化

て、国と地方のあり方を再構築するもの 
＜現在＞ ＜道州制移行後＞

○ 地域主権改革を促進し、 国と地方を通

じた力強く効率的な政府を実現するため

の有効な方策 
○ 国は、国家の存立、全国的に統一すべき

基本ルール等に特化（外交、防衛、金融

等） 
○ 国の出先機関の事務・権限など内政に関

する事務･権限は地方へ移譲

都道府県

国

基礎自治体

国

道州

基礎自治体

【課題】

・ 道州制の導入に当たって、首都圏をはじめ区割りの合意に時間を要するおそれ

がある

・ 区割りや税財政制度によっては、道・州間の財政格差が拡大するおそれがある

・ 規模が大きくなることで住民との距離が広がるおそれがある

【本県の考え方】

・ 中央集権から地域主権型へ行政システムの転換を図るためには、国・地方を通

じた構造改革である道州制の導入が必要である

・ 本県単独でも、欧州の一国に匹敵する総生産規模を有する

【今後の方向】

・ 現行の道州制特区推進法に準じ、人口要件により神奈川県が単独で対象となる

新たな特区制度の創設を提案する

・ 道州制の導入を計画的かつ安定的に推進する仕組みを整えるため、道州制を推

進する法律の制定を提案する
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（２）大阪都構想 

○ 大阪府と大阪市の二重行政を解消し、大阪全体 大阪都構想のイメージ

の経済成長を実現することが目的。広域行政を

担う「都」と、住民に身近な行政サービスを担

う基礎自治体の「特別区」に再編するもの 
○ 「特別区」は、中核市並みの十分な権限と財源

を有するとしており、一区当たりの人口規模は 
30万人程度で、公選の首長・区議会を置くこと

としている 
○ また、大阪「都」、「特別区」ともに必要なサ

ービスを行える財源を安定的に確保するために

「財政調整制度」を創設するとしている 
○ 実現に向けた法律（大都市地域における特別区

の設置に関する法律）が平成 24年８月 29日に成

立した

【本県の考え方】

・ 大阪都構想は、地域の実情に応じた多様な地方自治の形態として尊重するが、

次のとおり検討すべき課題がある

・ 大阪では、府と市の機能的なすみ分けができておらず、いわゆる「二重行政」

の解消が大きな課題となっている。一方、本県においては、昭和50年代から知

事と市長が直接協議を行うなど、役割分担に応じ、また、相互に補完し合いな

がら行政を推進してきている

・ 本県としては、３指定都市の基礎自治体としての行政運営を尊重しており、指

定都市を分割したり、特別区制度を導入する必要はない

【今後の方向】

・ 今後とも３指定都市の独自性を尊重しながら、具体的な課題に対しては明確な

連携を図ることにより、本県エリアで統一性をもった施策を展開する
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（３）特別自治市構想 

○ 指定都市市長会の提案によれば、現行の広 特別自治市構想のイメージ

域自治体（道府県）－基礎自治体（市町

村）という二層制を廃止し、新たな地方自

治体として、広域自治体に包含されず、地

方が行うべき事務の全てを担う「特別自治

市」を創設するもの

○ 特別自治市が市域内の地方税を一元的に賦

課徴収するとしている

○ 実現に向けては地方自治法の改正もしくは

新法制定が想定される

【本県の考え方】

・ 特別自治市構想には、次のとおり検討すべき課題が多く、地方自治制度としては

慎重な検討が必要である

・ 県の中で権限や財源を取り合うのではなく、国から権限や財源を持ってくるとい

う観点で一緒に向き合い、連携をとりながらウィン･ウィンの関係をめざす

【今後の方向】

・ 特別自治市構想については、引き続き本県としても全国知事会などの場において

検討･協議するとともに、指定都市及びその他の市町村とも意見交換を行う

（いわゆる「二重行政」について）

・ 神奈川県は、全国に先駆けて、指定都市を含めて市町村への権限移譲に取り組む

とともに、県の施策・事業の見直しを通じて県と市町村との役割分担が適切にな

るよう見直し、相互に補完し合いながらサービスの充実に努めてきている

・ 指定都市と県は、昭和50年代から、知事と市長が定期的に共通課題について意見

交換を重ね、その時々の解決を図ってきている

・ 指定都市は、幼稚園、保育所といった子育て支援に関する事務や、都市計画とい

ったまちづくりの事務などについて、法令により県と市の役割分担が定められて

いるものの、それを「二重行政」であるとして、事務処理の主体を指定都市に一

元化したいとしている

・ 指定都市から提起された課題・意見については、県と指定都市との意見交換の場

において議論していく
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参考２ 施策例

①土地利用の主体的な決定（例 )

新
た
な
特
区
と
し
て
の
神
奈
川
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②都市基盤の一体的管理（例）
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④病床数の主体的な決定（例）

⑤「開かれた医療」の実現（例）
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 ⑥県内でワンストップ手続の実施（例）
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